
Ｄ
Ｘ
が
進
ま
な
け
れ
ば 

「
２
０
２
５
年
の
崖
」 

施策 進捗 

「ＤＸ推進システムガ
イドライン」の策定 

2018年12月に策定 

「見える化」指標、診

断スキームの構築 

2019年7月に「ＤＸ推進ガイドライ

ン」を策定 

2019年11月に情報処理促進法を改
正（デジタルガバナンス・コードの

策定、ＤＸ格付制度の創設） 

ユーザ企業・ベンダー

企業間の目指すべき

姿と双方の新たな関

係 

システム再構築等の観点を踏まえ

たモデル取引契約ガイドラインを

改訂 

アジャイル開発のガイダンスとモ

デル取引契約ガイドラインを策定 

ＤＸ人材の育成・確保 スキル標準や情報処理技術者試験

の活用促進 

第四次産業革命スキル習得講座認

定制度等によるスキル転換の推進 

 

■図表１ ＩＴ投資における日米比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ＤＸレポートより 

デ
ジ
タ
ル
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
コ
ー
ド
と 

Ｄ
Ｘ
格
付 

経
営
者
を
後
押
し
す
る
Ｄ
Ｘ
施
策 

   

あ
ら
ゆ
る
産
業
に
お
い
て
、
デ
ジ
タ
ル
技
術

を
活
用
し
た
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
・
モ
デ
ル
を
展

開
す
る
新
規
参
入
者
が
登
場
し
、
ゲ
ー
ム
チ
ェ

ン
ジ
が
起
き
つ
つ
あ
り
ま
す
。
こ
う
し
た
中
で
、

各
企
業
は
競
争
力
維
持
・
強
化
の
た
め
に
、 

 

Ｄ
Ｘ
（
デ
ジ
タ
ル
変
革 

D
ig

ita
l 

 

T
ra

n
s
fo

rm
a
tio

n

）
を
ス
ピ
ー
デ
ィ
ー
に
進

め
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。 

た
だ
、
実
際
に
は
、
８
割
の
企
業
が
老
朽
シ

ス
テ
ム
を
抱
え
て
お
り
、
そ
れ
ら
が
経
営
・
事

業
戦
略
上
の
障
害
、
高
コ
ス
ト
構
造
の
原
因
で

あ
る
「
レ
ガ
シ
ー
シ
ス
テ
ム
」
と
な
っ
て
お
り
、

Ｄ
Ｘ
の
足
か
せ
に
な
っ
て
い
ま
す
（
戦
略
的
な

Ｉ
Ｔ
投
資
に
資
金
・
人
材
を
振
り
向
け
ら
れ
て

い
な
い
）
。
こ
の
こ
と
は
日
米
比
較
を
見
て
も
分

か
り
ま
す
（
図
表
１
）
。 

               

「
Ｄ
Ｘ
レ
ポ
ー
ト
」
に
よ
れ
ば
、
こ
の
ま
ま

「
レ
ガ
シ
ー
シ
ス
テ
ム
」
が
残
さ
れ
た
場
合
、

Ｉ
Ｔ
人
材
の
引
退
や
サ
ポ
ー
ト
終
了
な
ど
に
よ

る
リ
ス
ク
の
高
ま
り
な
ど
に
よ
り
、
２
０
２
５

年
以
降
、
最
大
で
年
間
12
兆
円
（
現
在
の
約
３

倍
）
の
経
済
損
失
が
生
じ
る
可
能
性
（
２
０
２

５
年
の
崖
）
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。
一
方
、

２
０
２
５
年
ま
で
に
Ｄ
Ｘ
が
実
現
で
き
れ
ば
、

２
０
３
０
年
に
は
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
１
３
０
兆
円
超

の
上
積
み
が
で
き
る
と
し
て
い
ま
す
。 

   

多
く
の
経
営
者
は
Ｄ
Ｘ
の
必
要
性
を
理
解
し

て
い
ま
す
が
、「
既
存
シ
ス
テ
ム
が
、
事
業
部
門

ご
と
に
構
築
さ
れ
て
、
全
社
横
断
的
な
デ
ー
タ

活
用
が
で
き
な
い
」「
過
剰
な
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
が

な
さ
れ
て
お
り
、
シ
ス
テ
ム
は
複
雑
化
・
ブ
ラ

ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
し
て
い
る
」「
経
営
者
が
Ｄ
Ｘ

を
望
ん
で
も
、
業
務
自
体
の
見
直
し
も
求
め
ら

れ
る
た
め
、
現
場
サ
イ
ド
の
抵
抗
も
大
き
い
」

な
ど
の
課
題
が
あ
り
、
な
か
な
か
進
め
る
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
。 

そ
こ
で
、
政
府
は
企
業
の
Ｄ
Ｘ
を
後
押
し
す

べ
く
様
々
な
施
策
を
打
ち
出
し
て
い
ま
す
（
図

表
２
）
。 

   

「
Ｄ
Ｘ
推
進
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
（
２
０
１
８
年

12
月
）
は
Ｄ
Ｘ
を
実
現
す
る
上
で
経
営
者
が
押
さ

え
る
べ
き
12
項
目
を
「
経
営
の
あ
り
方
・
仕
組
み
」

「
Ｉ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
」
の
２
つ
の
観
点
か
ら
ま
と
め

て
い
ま
す
。
続
く
「
Ｄ
Ｘ
推
進
指
標
」（
19
年
７

月
）
は
経
営
者
に
気
づ
き
を
与
え
る
こ
と
を
目
的

に
、
自
社
の
Ｄ
Ｘ
の
取
り
組
み
状
況
や
Ｉ
Ｔ
シ
ス

テ
ム
の
競
争
力
・
問
題
点
な
ど
を
把
握
す
る
指
標

に
な
っ
て
い
ま
す
。 

昨
年
11
月
に
は
情
報
処
理
促
進
法
が
改
正
さ

れ
、「
デ
ジ
タ
ル
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
コ
ー
ド
」
の
策
定

と
「
Ｄ
Ｘ
格
付
」
制
度
の
創
設
が
定
め
ら
れ
ま
し

た
。「
デ
ジ
タ
ル
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
コ
ー
ド
」
と
は
、

経
営
に
お
け
る
戦
略
的
な
シ
ス
テ
ム
の
利
用
の
あ

り
方
を
提
示
す
る
指
針
を
国
が
策
定
す
る
も
の
で
、

こ
の
指
針
を
踏
ま
え
た
優
良
な
取
り
組
み
を
行
う

企
業
を
「
Ｄ
Ｘ
格
付
」
で
認
定
し
ま
す
。
経
済
産

業
省
は
過
去
５
回
に
わ
た
り
「
攻
め
の
Ｉ
Ｔ
経
営

銘
柄
」
の
選
定
を
実
施
し
て
い
ま
す
が
、
今
年
は

Ｄ
Ｘ
に
焦
点
を
絞
り
、
選
定
基
準
の
全
般
的
な
見

直
し
を
実
施
す
る
予
定
で
す
。 

今
後
、
Ｄ
Ｘ
の
本
格
的
な
展
開
に
向
け
て
、
電

機
産
業
は
そ
の
推
進
を
担
う
こ
と
が
期
待
さ
れ
て

お
り
、
そ
の
動
向
に
注
目
し
て
い
き
ま
す
。 

ＤＸの本格的展開へ 

 経営者を後押しする施策が次々に打ち出される 
経済産業省が2018年に発表した「ＤＸレポート」は、2025年までに既存システムを刷新しないと、今の３倍

の経済損失が生じる可能性（2025年の崖）があると警鐘を鳴らし、経営者をはじめ多くの産業界関係者

に衝撃を与えました。以降、政府はＤＸの推進に向けて様々な施策を打ち出しています。 

                               電機連合 総合産業・社会政策部門 

電機連合＠見える化通信 Vol.１０５（２０２０.４） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。

■図表２ ＤＸ推進へ向けた主な施策と進捗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：「ＤＸレポート」を元に電機連合が作成 


